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１．蕨戸田衛生センター組合財務書類４表について

Ⅰ．統一的な基準の特徴

Ⅱ．対象とする会計の範囲

　蕨戸田衛生センター組合会計について作成しています。

Ⅲ．作成基準日

Ⅳ．財務書類４表の種類

１．貸借対照表

　基準日時点に組合が保有する資産、負債（将来世代の負担）、純資産（過去の
世代の負担、国や県の負担）を表示したものです。

２．行政コスト計算書

　１年間の行政運営コストのうち、資産の形成につながらない行政サービスに費
やしたコストと、行政サービスの提供に伴う収益を表示したものです。

３．純資産変動計算書

　純資産が、１年間でどのように増減したか、表示しています。

４．資金収支計算書

　１年間の資金の増減を、活動目的別に表示しています。

　作成基準日は、会計年度の最終日である令和４年３月３１日です。令和４年４月
１日から令和４年５月３１日までの出納整理期間（※注記５．①参照）の収支につ
いては、基準日に終了したものとして取り扱っています。

財務書類の公表にあたって

　蕨戸田衛生センター組合では、「地方公共団体の総合的な財政分析に関する報告書（平

成１２年３月総務省）」に基づき、平成１８年度決算からバランスシートを作成してきま

した。平成１８年６月に成立した「行政改革推進法」により、地方の資産・債務改革の一

環として新地方公会計制度の整備が位置付けされ、「新地方公会計制度研究会報告書（平

成１８年５月総務省）」で示された作成基準により、財務書類を整備することとなりまし

た。

　組合を構成する蕨市及び戸田市の連結対象団体として、平成２７年度決算まで両市がそ

れぞれ採用した「総務省方式改訂モデル」(蕨市)及び「基準モデル」(戸田市)に基づく財

務書類を作成し、「基準モデル」による財務書類を組合の財務書類として公表してきたと

ころです。

　財務書類の作成方式には、複数の方式が混在しており団体間での比較可能性が確保され

ていないことなどから、総務省は、平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会計の

整備促進について（総務大臣通知）」を示し、今後すべての地方公共団体が『統一的な基

準』による財務書類を作成するよう要請しました。

　蕨戸田衛生センター組合はこのことを受け、平成２８年度決算より『統一的な基準』に

基づく財務書類を作成することとしました。財務書類については、これまでも作成し、資

産及び負債の管理や、組合の財務状況の公表資料として活用してきましたが、今後は統一

的な基準による財務書類の最大のメリットである比較可能性に注目し、更なる活用をして

いきたいと考えています。

　企業会計と同様の複式簿記や発生主義会計を導入するとともに、保有する全ての
固定資産について、固定資産台帳を整備することで、現金取引（歳入・歳出）に加
えて、ストック情報（資産・負債・純資産の期末残高）及びフロー情報（期中の収
益・費用及び純資産の内部構成の変動）を網羅的かつ公正価値で把握できます。ま
た、全国統一の基準であるため、各団体間での比較可能性が確保されます。
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【様式第１号】

（単位：千円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 10,631,914 固定負債 1,958,049
有形固定資産 9,279,033 地方債 1,900,917

事業用資産 9,255,807 長期未払金 0
土地 4,248,068 退職手当引当金 57,132
立木竹 0 損失補償等引当金 0
建物 3,578,867 その他 0
建物減価償却累計額 △ 2,797,800 流動負債 185,704
工作物 643,121 1年内償還予定地方債 172,498
工作物減価償却累計額 △ 470,569 未払金 0
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 11,776
航空機 0 預り金 1,430
航空機減価償却累計額 0 その他 0
その他 11,053,864 2,143,753
その他減価償却累計額 △ 6,999,744 【純資産の部】
建設仮勘定 0 固定資産等形成分 10,631,914

インフラ資産 0 余剰分（不足分） △ 2,019,609
土地 0
建物 0
建物減価償却累計額 0
工作物 0
工作物減価償却累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 0

物品 100,259
物品減価償却累計額 △ 77,033

無形固定資産 2,689
ソフトウェア 2,689
その他 0

投資その他の資産 1,350,192
投資及び出資金 0

有価証券 0
出資金 0
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 0
長期貸付金 0
基金 1,350,192

減債基金 0
その他 1,350,192

その他 0
徴収不能引当金 0

流動資産 124,144
現金預金 124,144
未収金 0
短期貸付金 0
基金 0

財政調整基金 0
減債基金 0

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 0 8,612,305

10,756,058 10,756,058資産合計 負債及び純資産合計
純資産合計

Ⅰ.貸借対照表
（令和　４年　３月３１日現在）

科目 科目

負債合計
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【様式第２号】

（単位：千円）

金額

経常費用 2,026,373

業務費用 2,021,565

人件費 189,054

職員給与費 154,860

賞与等引当金繰入額 11,776

退職手当引当金繰入額 7,842

その他 14,576

物件費等 1,830,037

物件費 933,484

維持補修費 460,171

減価償却費 436,176

その他 206

その他の業務費用 2,474

支払利息 1,554

徴収不能引当金繰入額 0

その他 920

移転費用 4,808

補助金等 2,478

社会保障給付 1,810

他会計への繰出金 0

その他 520

経常収益 654,155

使用料及び手数料 407,633

その他 246,522

純経常行政コスト 1,372,218

臨時損失 1,820

災害復旧事業費 0

資産除売却損 1,820

投資損失引当金繰入額 0

損失補償等引当金繰入額 0

その他 0

臨時利益 1,556

資産売却益 1,556

その他 0

純行政コスト 1,372,482

Ⅱ.行政コスト計算書
自　令和　３年４月　１日
至　令和　４年３月３１日

科目
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【様式第３号】

(単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 8,095,134 9,604,287 △ 1,509,153

純行政コスト（△） 1,372,482 - 1,372,482

財源 1,889,653 - 1,889,653

税収等 1,276,845 - 1,276,845

国県等補助金 612,808 - 612,808

本年度差額 517,171 - 517,171

固定資産等の変動（内部変動） - 1,027,627 △ 1,027,627

有形固定資産等の増加 - 1,404,223 △ 1,404,223

有形固定資産等の減少 - △ 437,647 437,647

貸付金・基金等の増加 - 61,051 △ 61,051

貸付金・基金等の減少 - 0 0

資産評価差額 0 0 -

無償所管換等 0 0 -

その他 0 0 0

本年度純資産変動額 517,171 1,027,627 △ 510,456

本年度末純資産残高 8,612,305 10,631,914 △ 2,019,609

Ⅲ.純資産変動計算書
自　令和　３年　４月　１日
至　令和　４年　３月３１日

科目 合計
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【様式第４号】

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支 (a)
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支 (b)
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支 (c)

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

1,167
263

1,430
124,144

514,715
△ 38,787

161,501
122,714

61,285
0

576,000
576,000

0

1,556
0

△ 851,259

61,285

349
614,364
612,808

0
0

1,465,623
1,404,223

61,051
0
0

0
0
0

297,757

1,276,845
0

407,633
246,522

0

2,478
1,810

0
520

1,931,000

前年度末資金残高
本年度末資金残高

Ⅳ.資金収支計算書
自　令和　３年４月　１日
至　令和　４年３月３１日

科目

本年度資金収支額  （a+b+c）

金額

1,633,243
1,628,435

232,100
1,394,781

1,554
0

4,808
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出
資

金
額

（
A
)

資
産

（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)

資
本

金
（
E
)

出
資

割
合

(%
)

（
A
）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)

強
制

評
価

減
（
H

)

B
S
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
=
（
Ｉ）

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

合
計

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0
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④
基

金
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

施
設

整
備

基
金

1
,3

5
0
,1

9
2

0
0

0
1
,3

5
0
,1

9
2

合
計

1
,3

5
0
,1

9
2

0
0

0
1
,3

5
0
,1

9
2

⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

合
計

0
0

0
0

0

⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

⑦
未

収
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
貸

付
金

】
【
貸

付
金

】

小
計

0
0

小
計

0
0

【
未

収
金

】
【
未

収
金

】

小
計

0
0

小
計

0
0

合
計

0
0

合
計

0
0

相
手

先
名

ま
た

は
種

別

長
期

貸
付

金
短

期
貸

付
金

（
参

考
）

貸
付

金
計

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額
種

類
現

金
預

金
有

価
証

券
土

地
そ

の
他

合
計

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)

- 9 -



（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】
2
,0

7
3
,4

1
5

1
7
2
,4

9
8

4
0
7
,7

2
7

0
1
,6

6
5
,6

8
8

0
0

0
0

0

　
　

一
般

公
共

事
業

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　
　

公
営

住
宅

建
設

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　
　

災
害

復
旧

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　
　

教
育

・
福

祉
施

設
2
,0

7
3
,4

1
5

1
7
2
,4

9
8

4
0
7
,7

2
7

0
1
,6

6
5
,6

8
8

0
0

0
0

0

　
　

一
般

単
独

事
業

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　
　

そ
の

他
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

【
特

別
分

】
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
　

臨
時

財
政

対
策

債
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
　

減
税

補
て

ん
債

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　
　

退
職

手
当

債
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
　

そ
の

他
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

合
計

2
,0

7
3
,4

1
5

1
7
2
,4

9
8

4
0
7
,7

2
7

0
1
,6

6
5
,6

8
8

0
0

0
0

0

そ
の

他
種

類
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
金

融
機

関

地
方

債
残

高
市

場
公

募
債
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②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

2
,0

7
3
,4

1
5

2
,0

7
3
,4

1
5

-
-

-
-

-
-

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

2
,0

7
3
,4

1
5

1
7
2
,4

9
8

2
3
6
,2

6
8

2
3
6
,5

4
9

2
3
6
,8

3
0

2
3
7
,1

1
1

9
5
4
,1

5
9

-
-

-

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
（
単

位
：
千

円
）

0

⑤
引

当
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

目
的

使
用

そ
の

他

賞
与

等
引

当
金

1
5
,8

1
7

1
1
,7

7
6

1
5
,8

1
7

0
1
1
,7

7
6

退
職

手
当

引
当

金
9
6
,1

3
6

7
,8

4
2

4
6
,8

4
6

0
5
7
,1

3
2

合
計

1
1
1
,9

5
3

1
9
,6

1
8

6
2
,6

6
3

0
6
8
,9

0
8

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高

地
方

債
残

高
１

年
以

内
１

年
超

２
年

以
内

２
年

超
３

年
以

内
３

年
超

４
年

以
内

４
年

超
５

年
以

内

地
方

債
残

高
1
.5

％
以

下
1
.5

％
超

2
.0

％
以

下
2
.0

％
超

2
.5

％
以

下
2
.5

％
超

3
.0

％
以

下
3
.0

％
超

3
.5

％
以

下

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高
契

約
条

項
の

概
要

3
.5

％
超

4
.0

％
以

下
4
.0

％
超

（
参

考
）

加
重

平
均

利
率

５
年

超
1
0
年

以
内

1
0
年

超
1
5
年

以
内

1
5
年

超
2
0
年

以
内

2
0
年

超
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２
．

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（
１

）
補

助
金

等
の

明
細

名
称

相
手

先
金

額

計
0

負
担

金
埼

玉
県

清
掃

行
政

研
究

協
議

会
3
5

負
担

金
ボ

イ
ラ

ー
タ

ー
ビ

ン
主

任
技

術
者

会
4
2

負
担

金
電

気
主

任
技

術
者

会
3
6

負
担

金
全

国
市

町
村

研
修

財
団

市
町

村
職

員
中

央
研

修
所

9

危
険

物
取

扱
者

保
安

講
習

受
講

料
公

益
財

団
法

人
埼

玉
県

危
険

物
安

全
協

会
連

合
会

5

IS
O

内
部

環
境

監
査

員
養

成
研

修
受

講
料

一
般

財
団

法
人

日
本

規
格

協
会

6
3

職
員

厚
生

費
蕨

戸
田

衛
生

セ
ン

タ
ー

協
助

会
5
4

環
境

保
全

協
力

金
山

形
県

米
沢

市
2
,2

2
8

環
境

保
全

協
力

負
担

金
茨

城
県

北
茨

城
市

1

無
線

機
電

波
利

用
料

関
東

総
合

通
信

局
5

電
波

利
用

の
た

め

計
2
,4

7
8

2
,4

7
8

そ
の

他
の

補
助

金
等

ボ
イ

ラ
ー

タ
ー

ビ
ン

に
関

す
る

知
識

・
技

術
交

流

電
気

設
備

に
関

す
る

知
識

・
技

術
交

流

危
険

物
取

扱
者

保
安

講
習

受
講

の
た

め

IS
O

1
4
0
0
1
内

部
環

境
監

査
員

の
養

成
の

た
め

職
員

の
厚

生

（
単

位
：
千

円
）

支
出

目
的

合
計

区
分

研
修

の
受

講

一
般

廃
棄

物
最

終
処

分
場

へ
の

搬
入

の
た

め

一
般

廃
棄

物
最

終
処

分
場

へ
の

搬
入

の
た

め

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

(所
有

外
資

産
分

)

廃
棄

物
処

理
等

に
関

す
る

知
識

・
技

術
交

流
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４
．

資
金

収
支

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（１
）財

源
の

明
細

（単
位

：千
円

）
（１

）資
金

の
明

細
（単

位
：千

円
）

会
計

区
分

財
源

の
内

容
金

額
種

類
本

年
度

末
残

高

1,
21

6,
84

5
現

金
0

60
,0

00
要

求
払

預
金

12
4,

14
4

1,
27

6,
84

5
短

期
投

資
0

国
庫

支
出

金
61

2,
80

8
合

計
12

4,
14

4

61
2,

80
8 0

61
2,

80
8

1,
88

9,
65

3

国
県

等
補

助
金

地
方

債
税

収
等

そ
の

他

純
行

政
コ

ス
ト

1,
37

2,
48

2
0

0
1,

21
6,

84
5

15
5,

63
7

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

1,
40

4,
22

3
61

2,
80

8
57

6,
00

0
0

21
5,

41
5

貸
付

金
・基

金
等

の
増

加
61

,0
51

0
0

60
,0

00
1,

05
1

そ
の

他
0

0
0

0
0

合
計

2,
83

7,
75

6
61

2,
80

8
57

6,
00

0
1,

27
6,

84
5

37
2,

10
3

（２
）財

源
情

報
の

明
細

区
分

金
額

内
訳

（単
位

：千
円

）

小
計

合
計

３
．

純
資

産
変

動
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

一
般

会
計

税
収

等

国
県

等
補

助
金

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

組
合

分
担

金

施
設

整
備

基
金

分
担

金 小
計

計計
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VI. 注記

１. 重要な会計方針

① 有形固定資産の評価基準及び評価方法

及び評価方法によります。

②  有価証券等の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的有価証券

償却原価法によります。

(2) 満期保有目的以外の有価証券

場価格のないものについては、取得原価による移動平均法によります。

③ 有形固定資産等の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品）

定額法を採用しています。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しています。

④ 引当金の計上基準及び算定方法

(1) 徴収不能引当金

乗じた額を計上しています。

(2) 賞与等引当金

年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。

(3) 退職手当引当金

合の退職手当の支給額を計上しています。

⑤ リース取引の処理方法

(1) 所有権移転ファイナンス・リース取引

(a) 重要性の乏しいもの

て会計処理しています。

(b) それ以外のもの

に準じて会計処理しています。

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引、オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理しています。

通常の賃貸借取引に係る方法（費用として行政コスト計算書に計上）に準じ

通常の売買取引に係る方法（固定資産に該当するものは貸借対照表に計上）

資産評価及び固定資産台帳整備の手引き〔平成27年1月総務省〕に定める評価基準

市場価格のあるものについては、年度末日の市場価格に基づく時価法により、市

徴収不能が見込まれる債権の年度末評価額に、過去３年以内の平均不納欠損率を

翌年度６月支給又支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本

本年度末に特別職を含まない全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場



⑥ 資金収支計算書における資金の範囲

期間中の取引により発生する資金の受払を含む。) を、資金の範囲としています。

⑦ 消費税等の会計処理

　税込方式としています。

⑧ 財務書類の表示金額単位

　記載金額は、特に表示のないものを除いて千円単位としています。

２. 重要な会計方針の変更等

　重要な会計方針の変更はありません。

３. 重要な後発事象

　該当する事象はありません。

４. 偶発債務

　該当する債務はありません。

５．追加情報

① 財務書類の内容を理解するため必要と認められる事項

(1) 出納整理期間について

取扱っています。

(2) 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

せん。組合の構成団体である蕨市及び戸田市の連結対象となっています。

(3) 繰越事業に係る将来の支出予定額

該当する事業はありません。

② 貸借対照表に係る事項

(1) 売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲

該当する資産はありません。

金の未収未払の整理を行うための期間（出納整理期間）を設けています。出納整理期

間中に整理された債権債務については、対象会計年度末までに処理されたものとして

現金（手許現金、要求払預金）及び現金同等物（３か月以内の短期投資、出納整理

地方公共団体財政健全化法の定める地方公共団体に一部事務組合は含まれていま

地方自治法第235条の5の規定「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日を

もって閉鎖する。」に基づき、対象会計年度末までに確定した債権債務について、現



(2) 将来負担に関する情報

 一般会計等地方債現在高 2,073,415 千円

 債務負担行為に基づく支出予定額 0 千円

 一般会計等から他会計への地方債償還充当繰入額 0 千円

 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額 57,132 千円

0 千円

(3) 長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額

す。

 短期リース債務 0 千円

 長期リース債務 0 千円

③ 行政コスト計算書に係る事項

該当はありません。

④ 純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

(1) 固定資産等形成分

ます。

(2) 余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

⑤ 資金収支計算書に係るもの

(1) 基礎的財政収支

との収支を表します。

 歳入総額（a） 3,282,865 千円

 公債発行収入（b） 576,000 千円

 繰越金（c） 161,501 千円

 歳出総額（d） 3,160,151 千円

 地方債元利償還額（e） 62,839 千円

 基礎的財政収支（f）｛（a-b-c）-（d-e）｝ △551,948 千円 

 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等

税収・税外収入と地方債の元本返済や利子の支払いに充てられる費用を除く歳出

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上してい

 負担見込額

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務の

うち、地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約に係るものは、次の金額で



(2) 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書

業務活動収支

投資活動収支の国県等補助金収入 612,808 千円

減価償却費 △436,176 千円 

資産除売却損 △1,820 千円 

資産売却益 1,556 千円

賞与等引当金繰入額 △11,776 千円 

賞与等引当金取崩額 15,818 千円

退職手当引当金繰入額 △7,842 千円 

退職手当引当金取崩額 46,846 千円

不納欠損額 0 千円

その他臨時利益 0 千円

その他臨時損失 0 千円

純資産変動計算書の本年度差額

(3) 一時借入金の限度額及び利子の金額

一時借入金はありません。

297,757 千円

517,171 千円


